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Ａ.研究目的 

社会構造の変化を背景に不妊治療のニー

ズは高まっているが 1、不妊治療の意思決

定には経済的要因が大きな影響を与えるこ

とが知られている。例えば、米国の Nurses' 

Health Study II や National Survey of Family 

Growth を用いた分析によれば、不妊の定

義を満たす人において、高所得者の方が医

療機関を受診する割合が高く 2、より高度

な治療を受ける傾向があった 3,4。不妊クリ

ニックを受診した患者を対象とした研究で

も、高所得者の方がより高度な不妊治療を

多く実施していた 5。また、ドイツとオー

ストラリアでは不妊治療の自己負担額が増

加した後に生殖補助医療実施件数が減少し

たことが報告されている 6,7。 

第 15 回出生動向基本調査によれば、わ

が国で不妊の検査や治療を受けたことがあ

研究要旨：諸外国の先行研究から、経済的要因が不妊に悩む者の受療行動や治療内容

に影響することが知られている。わが国の不妊に悩む夫婦における社会経済的要因と

受療行動の関係を明らかにするため、第 15 回出生動向基本調査（夫婦調査）の二次分

析を行った。有効回答数 6,598 票のうち、不妊に悩んだ経験のある者は 2,253 人

（34%）、このうち検査・治療を受けたことがある者（受療あり）は 1,154 人（51%）

であった。世帯所得（4 階級）別にみると低所得層の 44％から高所得層の 62％まで、

所得が高いほど受療の割合が高かった。受療の有無を被説明変数、世帯所得を説明変

数、その他の変数（夫婦の年齢、結婚年数、夫婦の学歴、夫婦の職位、現存している

子供の数、両親との同居経験、居住地域）を共変量とした多重ロジスティック回帰分

析（1,882 人）では、中所得（世帯年収 401 万円～600 万円）に対して、高所得（世帯

年収＞800 万円）は受療と有意な関連を認めた（OR 1.57、95% CI 1.18-2.10）。また、

調査時点で妻が「正社員」に対して「家事・学生・その他」であること（OR 1.36、

95% CI 1.05-1.77）、現存している子供の数が少ないほど（OR 0.78、95% CI 0.70-

0.87）、結婚年数が長いほど（OR 1.04、95% CI 1.01-1.06）受療と有意な関連を認め

た。世帯年収が 800 万円を超える高所得層は、他の要因を調整後も有意に検査・治療

を受ける可能性が高かったことから、経済的支援の拡充や周知の必要性が示唆され

た。所得格差に伴う社会的要因についても今後検討が必要である。

9



 
 

る夫婦は 18.2％（5.5 組に 1 組）に上る

が、不妊に悩む夫婦における社会経済的要

因と受療行動について検討した報告はな

い。現在、わが国では検査や排卵誘発剤な

どの薬物療法、卵管通気法、卵管形成術、

精管機能障害に対する精管形成術等は保険

適用されている。また、生殖補助医療は保

険対象外であるが、所得制限限度額内（夫

婦合算の所得 730 万円）の夫婦であれば

「不妊に悩む方への特定治療助成事業」に

より、1 周期あたり 40 万円程度の治療費

のうち 15 万円までの助成を受けることが

できる。わが国の不妊治療の利用可能性は

国際的には極めて良好と考えられるが、多

くの夫婦にとって経済的負担が小さくない

ことも明らかである。 

わが国の不妊に悩む夫婦の社会経済的要

因と受療行動の関係を明らかにするため、

本研究では全国標本調査である出生動向基

本調査の個票情報の二次分析を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

2015 年 6 月に実施された第 15 回出生動

向基本調査（夫婦票）について、統計法第

33 条第 2 号に係る申出を行い、夫婦調査

の個票（有効回答数 6,598 票）を取得し

た。夫婦調査は妻の年齢が 50 歳未満の夫

婦を対象（回答者は妻）とした全国標本調

査である。 

本研究では「あなた方ご夫婦は不妊につ

いて不安や悩みがありますか」（問 15）

に対し「過去に子どもができないのではな

いかと心配したことがある」または「現

在､子どもができないのではないかと心配

している」と回答した「不妊に悩んだ経験

のある者」について検討した。不妊に悩ん

だ経験のある者のうち「過去に検査や治療

を受けたことがある」「現在、検査や治療

を受けている」と回答した者を「受療あ

り」とし、「心配はしたが、特に医療機関

にかかったことはない」と回答した者を

「受療なし」とした。受療の有無別に夫婦

の年齢、結婚年数、夫婦の学歴、夫婦の職

位、世帯年収、現存している子供の数、両

親との同居経験、居住地域の分布を記述し

た。また、受療の有無を被説明変数、所得

を説明変数、その他の変数を共変量とし、

欠損値のない完全データを用いてロジステ

ィック回帰分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は秋田大学大学院医学系研究科・医

学研究審査委員会（審査番号 2300；令和

元年 9 月 20 日）および東京大学大学院医

学系研究科・医学部倫理委員会（審査番号

2019270NI；令和 2 年 1 月 23 日）の承認を

得て実施された。 

 

Ｃ．研究結果  

（1）記述統計 

第 15 回出生動向調査（夫婦調査）の有

効回答数 6,598 票のうち、不妊に悩んだ経

験のある者は 2,253 人（34%）で、このう

ち受療ありは 1,154 人（51%）、受療なし

は 1,071 人（48%）であった（表１）。高

所得層（世帯年収＞800 万円）の割合は、

受療なし群で 196 人（20%）だったのに対

し、受療あり群では 329 人（30%）と高

く、所得階級別の受療割合は低所得層で

44％、中所得層で 49％、中高所得層で

50％、高所得層で 62％であった。 
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（2）不妊に悩んだ経験のある夫婦におけ

る、受療に関連する因子の検討 

欠損値のない完全データ（1,882 人）を

用いてロジスティック回帰分析を行った

（表２）。単変量解析では、中所得（世帯

年収 401 万円～600 万円）に対して、高所

得（世帯年収＞800 万円）であることは受

療と有意な関連を認めた（オッズ比[OR] 

1.69、95%信頼区間[CI] 1.32-2.17）。ま

た、妻の年齢が高いほど（40 歳以上の OR 

2.36、95% CI 1.58-3.53）、夫の年齢が高い

ほど（40 歳以上 の OR 2.58、95% CI 1.58-

4.20）、結婚年数が長いほど（OR 1.03 

95%CI 1.02-1.05）受療と関連していた。ま

た、妻、夫ともに学歴は、高校卒業以下に

比して短大・高専・専門学校以上（妻：

OR 1.29、95% CI 1.04-1.61、夫：OR 1.30、

95% CI 1.01-1.69）、大学卒業以上（妻：

OR 1.25、95% CI 0.98-1.59、夫：OR 1.40、

95% CI 1.14-1.72）で受療と関連する傾向が

みられた。夫婦の職種や居住する地方、居

住地域の人口集中地区とは有意な関連はみ

られなかった。 

多変量解析でも中所得（世帯年収 401 万

円～600 万円）に対して、高所得（世帯年

収＞800 万円）は受療と有意な関連を認め

た（OR 1.57、95% CI 1.18-2.10）が、中高

所得（世帯年収 601 万円～800 万円）、低

所得（世帯年収≦400 万円）は受療と有意

な関連をみとめなかった。調査時点で正社

員である妻と比較して「家事・学生・その

他」である妻（OR 1.36、95% CI 1.05-

1.77）、現存している子供の数が少ないほ

ど（OR 0.78、95% CI 0.70-0.87）結婚年数

が長いほど（OR 1.04、95% CI 1.01-1.06）

受療と有意な関連を認めたが、その他の変

数では有意な関連はみられなかった。 

 

Ｄ．考察 

本研究では第 15 回出生動向基本調査

（夫婦票）を用い、不妊に悩んだ経験のあ

る夫婦における社会経済的要因と受療の関

連について検討した。世帯年収が 800 万円

を超える高所得層は、他の要因を調整後も

有意に検査・治療を受ける可能性が高かっ

た。これは海外での先行研究 2,5 に一致す

る結果であり、わが国でも医療機関を受診

していない潜在的な不妊患者が低所得層ほ

ど多く存在する可能性が示唆された。 

先進国では不妊に悩む者のうち医療機関

を受診する割合は 56％であり、実際に治

療を受ける割合は 22％であると推計され

ている 8。本研究では、不妊に悩んだ経験

のある者全体の 51％が医療機関を受診し

ており、所得階級別にみると低所得層で

44％、中～中高所得層で 50％前後、高所

得層で 62％であった。不妊検査から初期

段階の不妊治療（タイミング指導、薬物療

法など）までは保険適用されており、中高

所得層までは「不妊に悩む方への特定治療

支援事業」の対象とみなせるが、それでも

高所得層より受療の割合が少なかった。考

えられる要因としては、保険適用後・助成

後の自己負担費用、受診に伴う機会費用、

「不妊治療は高額」という印象からの敬

遠、等が挙げられる。既に一部自治体で導

入済みの不妊検査助成や一般不妊治療助成

といった「入り口」からの経済的支援、

「不妊に悩む方への特定治療支援事業」の

助成額の所得に応じた増額、そして経済的

支援を広く周知する政策などが検討されう
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る。先行研究からはヘルスリテラシーの低

さ、（女性の）就労、子供を持つ必要性の

低さ、心理的障壁といった要因も受診の障

壁になることが知られており 8、所得に伴

う受療行動の差はこうした社会的理由に依

る可能性も高い。社会的要因の検討と対策

も求められる。 

なお、出生動向基本調査は横断調査であ

り、本研究では調査時点での社会経済的要

因と受療行動との関連を検討したため、不

妊経験時点の状況とは異なる可能性があ

る。また、不妊の期間については不明で医

学的定義を満たさない回答が混在すること

が予想されるため、本研究結果の解釈には

注意を要する。今回の解析では不妊に悩ん

だ経験のある 2,253 人のうち欠損値を含ま

ない 1,882 人（84％）のデータを用いた

が、来年度は欠損値を含むデータの精査や

多重補完法を用いた分析を行う。また、現

在不妊に悩んでいる者についてのサブグル

ープ解析や受療者の治療結果についても検

討を追加する。 

 

Ｅ．結論 

第15回出生動向基本調査（夫婦票）を用い

て、不妊に悩んだ経験のある夫婦における

世帯年収と受療との関連について検討した

ところ、高所得は受療と有意に関連してい

た。低所得から中高所得までの夫婦にとっ

て受療の障壁となる要因の検討と対策が必

要である。 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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表１ 不妊に悩んだ経験のある夫婦における不妊治療有無別の各変数の分布 

  全体 

 (2,253 人) 
 不妊治療なし 

(1,071 人) 
 不妊治療あり 

(1,154 人) 

    人数 %  人数 %  人数 % 

妻の 

年齢 

29 歳以下 135 6.0  87 8.1  47 4.1 

30-34 歳 339 15  183 17  151 13 

35-39 歳 542 24  272 25  264 23 

40 歳以上 1237 55  529 49  692 60 

          

夫の 

年齢 

29 歳以下 95 4.3  63 5.9  30 2.6 

30-34 歳 290 13  173 16  114 10 

35-39 歳 447 20  227 21  215 19 

40 歳以上 1404 63  599 56  787 69 

          

結婚年数  平均 (標準偏差） 11.2 (6.6)  10.4 (6.7)  11.9 (6.5) 

          

妻の 

学歴 

高卒以下 694 31  359 34  326 28 

短大・高専・専門学校 985 44  452 42  520 45 

大卒以上 568 25  257 24  305 26 

その他 2 0.1  0 0  2 0.2 

          

夫の 

学歴 

高卒以下 788 35  416 39  362 31 

短大・高専・専門学校 428 19  201 19  223 19 

大卒以上 1,025 46  446 42  565 49 

その他 2 0.1  0 0  2 0.2 

          

妻の職位

（現在） 

正社員 577 26  283 27  286 25 

パート・アルバイト・契約職員 772 35  361 34  400 35 

自営業 119 5.4  58 5.5  61 5.4 

家事・学生・その他 752 34  350 33  394 35 

         

        （次頁に続く） 
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（表１ 続き） 
全体 

 (2,253 人) 
 

不妊治療なし 

(1,071 人) 
 

不妊治療あり 

(1,154 人) 

  人数 %  人数 %  人数 % 

夫の職位

(現在) 

正社員 1,739 81  815 81  905 82 

パート・アルバイト・契約職員 137 6.4  69 6.9  67 6.1 

自営業 235 11  110 11  122 11 

家事・学生・その他 27 1.3  13 1.3  14 1.3 

          

世帯年収 

0-400 万円 450 21  244 24  199 18 

401-600 万円 598 28  299 30  294 27 

601-800 万円 540 25  261 26  272 25 

801 万円以上 531 25  196 20  329 30 

          

現存する

子供の数 

0 人 507 23  241 23  259 23 

1 人 738 33  326 31  404 35 

2 人 785 35  381 36  394 34 

3 人以上 211 9.4  118 11  92 8.0 

          

両親との

同居 

あり 383 17  186 18  192 17 

なし 1821 83  867 82  934 83 

          

地方 

北海道 60 2.7  31 2.9  27 2.3 

東北 148 6.6  79 7.4  68 5.9 

関東 776 34  375 35  393 34 

中部 480 21  231 22  244 21 

近畿 354 16  154 14  195 17 

中国・四国 223 9.9  99 9.2  121 10 

九州・沖縄 212 9.4  102 9.5  106 9.2 

          

人口集中 

非人口集中地区 873 39  444 41  416 36 

10 万以上 100 万未満 916 41  419 39  489 42 

100 万以上 464 21  208 19  249 22 
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表２ ロジスティック回帰分析の結果（欠損値を含まない 1,882 人） 
  単変量  多変量 

    オッズ比   95%信頼区間   p 値   オッズ比   95%信頼区間   p 値 

世帯年収            

 0-400 万円 0.87  0.66-1.14  0.33  0.91  0.68-1.21  0.52 

 401-600 万円 ref      ref     

 601-800 万円 1.09  0.86-1.39  0.49  1.04  0.81-1.34  0.76 

 801 万円以上 1.69  1.32-2.17  <0.001  1.57  1.18-2.10  <0.01 

             

妻の年齢            

 29 歳以下 ref      ref     

 30-34 歳 1.56  1.00-2.44  0.05  1.19  0.68-2.06  0.54 

 35-39 歳 1.85  1.21-2.82  0.01  1.08  0.60-1.94  0.80 

 40 歳以上 2.36  1.58-3.53  <0.001  0.99  0.53-1.85  0.98 

             

夫の年齢            

 29 歳以下 ref      ref     

 30-34 歳 1.32  0.77-2.26  0.31  1.12  0.59-2.12  0.73 

 35-39 歳 1.91  1.14-3.20  0.01  1.62  0.82-3.20  0.17 

 40 歳以上 2.58  1.58-4.20  <0.001  1.84  0.91-3.69  0.09 

             

妻の学歴            

 高卒以下 ref      ref     

 短大・高専・専門学校 1.29  1.04-1.61  0.02  1.17  0.92-1.48  0.19 

 大卒以上 1.25  0.98-1.59  0.07  1.13  0.85-1.51  0.40 

 その他 NA      NA     

             

夫の学歴            

 高卒以下 ref      ref     

 短大・高専・専門学校 1.30  1.01-1.69  0.04  1.27  0.97-1.66  0.09 

 大卒以上 1.40  1.14-1.72  <0.01  1.19  0.93-1.51  0.17 

 その他 NA      NA     

          （次頁に続く） 
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（表２ 続き） 単変量  多変量 

 オッズ比   95%信頼区間   p 値   オッズ比   95%信頼区間   p 値 

妻の職種(現在)            

 正社員 ref      ref     

 パート・アルバイト・契約職員 1.16  0.92-1.46  0.22  1.31  1.00-1.72  0.05 

 自営業 1.05  0.69-1.60  0.82  1.13  0.70-1.80  0.62 

 家事・学生・その他 1.15  0.91-1.46  0.24  1.36  1.05-1.77  0.02 

             

夫の職種(現在)            

 正社員 ref      ref     

 パート・アルバイト・契約職員 0.85  0.59-1.22  0.38  0.77  0.52-1.15  0.21 

 自営業 0.93  0.69-1.25  0.64  0.98  0.70-1.37  0.89 

 家事・学生・その他 0.67  0.29-1.55  0.35  0.81  0.34-1.93  0.63 

             

現存している子供 0.91  0.82-1.00  0.05  0.78  0.70-0.87  <0.001 

             

結婚年数 1.03  1.02-1.05  <0.001  1.04  1.01-1.06  <0.01 

             

同居あり 1.00  0.78-1.26  0.97  1.11  0.85-1.43  0.45 

             

地方            

 北海道 ref      ref     

 東北 0.80  0.41-1.59  0.53  0.74  0.37-1.51  0.41 

 関東 1.03  0.56-1.88  0.93  0.73  0.39-1.37  0.32 

 中部 1.09  0.59-2.03  0.77  0.90  0.47-1.71  0.74 

 近畿 1.24  0.66-2.33  0.50  0.95  0.49-1.83  0.87 

 中国四国 1.17  0.61-2.23  0.64  1.06  0.54-2.09  0.86 

 九州沖縄 1.01  0.53-1.96  0.97  0.96  0.49-1.91  0.92 

             

人口集中地区            

 非人口集中地区 ref      ref     

 10 万以上 100 万未満 0.78  0.63-0.95  0.02  0.85  0.68-1.06  0.14 

 100 万以上 0.99  0.77-1.26  0.92  1.00  0.77-1.29  0.99 
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